
 

国公立大や公的機関の研究者 来年 3 月に約 3000 人が大量雇い止め危機 
岐路の「科学立国」（東京新聞 5/28） 

 

理研､大量リストラまで半年｢4 月 1 日｣巡る攻防（東洋経済オンライン 10/1） 

 

……東京大学でも、少なくとも 346 名の教員・職員が雇止めの対象か？ 

 

 

今年度末に有期雇用契約が終了する教職員の皆様で、下記に該当する方は要注意！ 

 次回の更新で 2013 年以降の通算勤続年数が 10年(5 年)超となりそう 

 雇用財源プロジェクトの最終年度ではないのに… 

 業務自体は終了しないので、後任の採用が検討されている 

 ６か月後に再採用できると言われた 

 

このような事例は無期転換を妨げるための脱法的・不当な雇止めである可能性が高いと考えられます。当事者

はもちろんのこと、周辺で疑わしい事例がありましたら、東職/労働相談チームまで情報をお寄せください。 

 

 

東京大学には、有期雇用の通算上限を５年または１０年とするような規定はありません。 

  

東京大学教職員組合発行 

TEL / FAX: 03-5841-7971 (ext. 27971) 

https://tousyoku.org 
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2022-4 号（2022/11/1） 

不当な雇止めを阻止しよう！ 

https://tousyoku.org/


東京大学での無期転換申込権をめぐる経緯 

2013 年施行の改正労働契約法で、有期労働契約が通算５年を超えた場合に、無期雇用への転換を労働者から

申込むことができる権利が定められました。使用者は、これを拒むことができません。 

 

東京大学では、以前より通算５年を超えて労働契約が更新されるとき３か月のクーリング（休業）期間をおく

という規定（東大ルール）がありましたが、改正労契法の施行に合わせて就業規則の改定が実施されて、クーリ

ング期間が６か月に延長されました。無期転換申込権の発生までの通算契約年数は６か月以上の中断でリセット

されてしまうことから、改定の目的は明らかに無期転換を阻むことにありました。改正労契法による無期転換の

対象者が生じる 2018 年４月が近づくと、労働組合をはじめとする各方面からの厳しい追及によって、大学当局

はいわゆる東大ルールの脱法的性格を認めるに至り、その廃止に追い込まれました。 

 

労契法の「５年超で無期転換」の規定は、一部の専門的な職については 10 年超とする特例が別の法律等で定

められています。例えば東京大学では特任教員のほか、学術専門職員、特任専門員などが 10 年特例の対象です。

2023 年４月は、10 年特例のもとで無期転換の対象者が生じる節目にあたるので、無理のある不当な雇止めが横

行するおそれが高まっています。すでに「研究・教育の業務上で必要不可欠な教職員が、無期転換をさせないと

いうことだけのために辞めさせられてしまう」という状況が、あちこちで生じてしまっています。 

 

東京大学の表向きの見解は、無期転換を妨げるための雇止め、恣意的な契約期間の設定は認めていない、各部

局が労契法の趣旨に従い適切に運用している、というものです。したがって個別の事案について団体交渉等によ

り状況が改善する可能性がありますが、無期雇用のための安定的な財源が措置されなければ、各部局で無期転換

を妨げるための雇止めの誘因が残ってしまいます。問題の根本解決に向けた取り組みが必要です。 

 

東職は、東京大学に対して ①不当な雇止めの中止および防止（財源の措置も含め） ②雇止めの対象となって

いる個別の教職員については希望に応じて継続雇用することを求め、団体交渉にて問題として取り上げます。 

 

 


